
SDGパートナーズ有限会社 代表取締役CEO

田瀬和夫氏

・全般的に一貫した論理の下にまとまっている印象であり、マテリアリテ
ィに経営資源を注力していくことが実質的に可能であるならば良い内容
である。「事業活動を支える基盤」に脱炭素とTCFDへの対応について
記載がないので加える必要があるが、2030年までをターゲットとする
のであればそれ以外は問題がないと考える。

・「事業を通して創出される社会・環境価値」について、それを生み出す
３つの事業が川崎重工グループの財務戦略にどのような意味を持つか、
どの程度の売上・利益・事業ポートフォリオのウェイトを占めるのか、
この問いに答えられるかどうかが、マテリアリティにとって最も重要な
ポイントになりつつある。

・ESGの課題については、サプライチェーン全体で考えることが重要だ。
マテリアリティを決める際には、脱炭素・生物多様性・ビジネスと人権などが、サプライチェーン上でど
の程度管理・マネジメントできているか、さらに、サプライチェーン上でマイナスのインパクトを生み出
さないことがしっかりとコミット・実践できているかを確認する必要がある。

・マテリアリティを決める際のビジョンの時間軸については、2030年ターゲットであれば現状のマテリアリ
ティで良いが、ネット・ゼロやカーボンニュートラルの達成が目指されている2050年を見据えた場合は、
より戦略を考慮すべきだ。

・2030年代前半に起きる技術革新により、再生可能エネルギー由来の水素のコストが化石燃料由来のコスト
を逆転すると言われており、この技術革新が起きた際には化石燃料は全く意味がなくなるとされる。超長
期戦略からバックキャストしてマテリアリティを考えるのであれば、水素についてはもう少し長い期間で
考えても良い。
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